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Abstract :
This paper analyzes Heckscher = Ohlin = Samuelson model with efficiency-wage and 
involuntary unemployment in terms of Jones’ magnification effect. The purposes of the paper 
are threefold, i.e. to express Albert = Meckl model in the rate of change, to point out an error 
in Proposition 1 of their paper, and to show an effect of shift in efficiency （effort） function. All 
results are clearly linked to factor intensities with or without involuntary unemployment, and 
the pattern of intersectoral wage differentials or wage markups.
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gi （0） ＝0, g' i　>0, g" i （wi／w）>0







Xi＝Xi （giLi, Ki）,    i＝1, 2.
また費用関数ciは以下のように定義される。





πi＝Xi−ci,    i＝1, 2.
以上より、wiとLiに関する実質利潤極大の１
階の条件は、





Xi'≡∂Xi／∂Li,    i＝1, 2,
 gi'≡∂gi／∂wi,    i＝1, 2,
である。ゆえに、上の２本の条件より、
















































＝ ｛N1−N1／ （1＋q1） ＋N2−N2／  （1＋q2）｝ ／L















（７）　bi＝bi （w, r）,    i＝1, 2.
さらに、包絡線定理より、以下の関係が導か
れる。
（8─a）　 ∂bi／∂w＝ani＝ （1＋qi）aLi,    i＝1, 2.





 ani≡Ni／Xi＝ani （w, r）,    i＝1, 2,
 aLi≡Li／Xi＝aLi （wi, r）,    i＝1, 2,
 aki≡Ki／Xi＝aki （w, r）,    i＝1, 2.
以上より、投入係数を用いると、利潤極大の
競争均衡条件は、




































pi ≡dpi／pi,    i＝1, 2,
r ≡dr／r,
w ≡dw／w,
wi ≡dwi／wi,    i＝1, 2,
θki ≡rKi／pi,    i＝1, 2,
θni≡ wNi／pi＝wiLi／pi≡θLi,    i＝1, 2.
また、（10）の導出にあたり、以下の費用極
小条件を利用している。
θkiaki＋θniani＝0,    i＝1, 2.
 　ただし、太字は変化率であり、以下のよう
に定義される。
aki≡daki／aki,    i＝1, 2,





















































λLi≡Li／Le,    i＝1, 2,
Xi ≡dXi／Xi,    i＝1, 2,





λki≡Ki／K,    i＝1, 2.
ここで、投入係数の変化率については、費用
極小条件より、
aLi＝−θkiσi （w−r）,    i＝1, 2,
aki＝θLiσi （w−r）,    i＝1, 2,
となる。ただし、σiは第ｉ部門における要素価
格比に関する要素投入の代替の弾力性で、




（14）　 λL1X1＋λL2X2−Le＝δL （w−r） 
＝−δL （p1−p2） ／Θ,








λn1 （aL1＋X1）＋λn2 （aL2＋X1） ＝0,
より、





λni≡Ni／L＝ （1＋qi） λLi,    i＝1, 2,






























⊿L ≡δL （p1−p2） ／Θλn,
である。ここで、λLn > 0であれば、
λL1λn2 >λL2λn1　→　q2 > q1
を意味する。そこで、次の補助命題が導かれる。
補助命題３　q2 > q1で、あれば、λLn > 0、と
なる。逆は逆である。
また、λL > 0であれば、


























































となるような値α> 1を考える。これをλｎ > 0、
に代入すると、










ば、λL > 0、λｎ > 0、が同時に成立する。
以上より、失業に関する以下の命題が得ら











































































＝ ｛λn＋ （1−μ） λL｝ L／λn










































wi＝w＋qi,    i＝1, 2,
となる。ただし、qiは第ｉ部門の効率賃金のマ
ークアップの変化率で、
qi≡dqi／（1＋qi）,    i＝1, 2,
である（8）。小国開放経済において各財の価格を
不変とすれば、（10）より、

















Θ > 0, q1 > q2 , のとき、 
　 w1 > w2 > 0 > r,
Θ < 0, q1 > q2 , のとき、 
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【注】
（１）非自発的失業という概念については寺崎・藤
田（2001）および寺崎（1994, 2006, 2008）を参
照されたい。
（２）Heckscher＝Ohlinモデルの簡単な内容につ
いては、寺崎（1996）および葊田・寺崎（2004）
などを参照されたい。
（３）この参照賃金という概念がAlbert and Meckl
（2001）の創意であるが、効率賃金仮説ではマク
ロの一般均衡モデルの解として得られる完全雇
用を成立させる賃金率でなければならないとい
う点に留意する必要がある。
（４）利潤極大の１階の条件については、寺崎
（1995, 2007）を参照されたい。
（５）Akerlof and Yellen（1990）を参照されたい。
（６）拡大効果は変数の変化率を用いて表現される。
こうした分析については、寺崎（1998）および
Terasaki（1999）を参照されたい。
（７）Albert and Meckl（2001）；p.239において、
「小国開放経済において交易条件が改善したと
き、輸出部門が高賃金部門（低賃金部門）であれ
ば、失業率は上昇（下落）する」というのが、命
題1であり、その証明は次のように与えられてい
る。「輸出財価格の上昇は当該産業の生産を拡大
させるので、当該産業が高賃金部門（低賃金部
門）であれば、非自発的失業を含む当該産業に吸
収される労働も拡大し、（4─c）より失業率は上
昇（下落）する」。
（８）qiが他の変数の変化率とは定義の異なること
に留意されたい。かりに、他の変数の変化率と同
様に定義すれば、dqi/qi、となる。
